
デジタル関連（５Ｇ、スマートシティ分野を含む）の実装動向等（調査票） 

 

【回答自治体： 長崎県 】 

事業名 県市町デジタル人材共同利用事業 

実施期間 令和７年６月９日 ～ 令和８年３月３１日 

概要 

自治体 DX推進計画の推進において、その推進を担うデジタル人材を市町独自で確保す

ることが困難なため、県が市町⽀援のためのデジタル人材を確保する事業 

【取組状況】 

・県・市町の課題に対し、実効的な伴走支援を行う人材を確保及び共同利用 

庁内 BPR、データ利活用などの取組に対して助言・支援を実施 

・県及び参加市町で費用負担を行い、県が契約などの事務を担う 

参加自治体：９自治体（県＋８市町） 

・成果報告会等により、他自治体（不参加団体含む）への横展開を図り、県全体のデジタ

ル化を推進 

 
 


